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企業版ふるさと納税についての検討

鈴 木 善 充

抄録

本稿では、２０１６年度から開始された企業版ふるさと納税の仕組みと現状を述べるとともに、制度が

機能しているのかについて検討をおこなった。本稿による分析によって以下のことがわかった。

第１に、企業版ふるさと納税は、自治体が策定する具体的で明確な事業が対象となっており、また

寄附先からの経済的な見返りを禁止している。これらの点は個人版ふるさと納税とは異なる点である。

企業版ふるさと納税は、個人版ふるさと納税における問題点の一部を解決させているものとして評価

できる。

第２に、１
　

 件あたりの寄附金額は、１０～１００万円というレベルの件数が大多数を占めることになっ

ていることがわかった。このことから企業版ふるさと納税は比較的小規模な寄附で利用されているこ

とがわかった。

第３に、２０１６年度から２０１９年度における都道府県と市町村に対する寄附金額の分布を分析した。結

果として、道府県に対する企業版ふるさと納税の裾野が広がったものと解釈できる。また市町村では、

多額の寄附を集める事業は存在するが、中央値と四分位値は安定し、件数は増加傾向にあることがわ

かった。このことから市町村への企業版ふるさと納税は機能が強化されているものといえる。地域別

の分布は、寄附金額は大きく２つのグループに分かれ、２０１６年度から２０１９年度の期間中の寄附金額の

合計値は四国と南関東は慢性的に最低レベルであり、東北は最高レベルであることがわかった。都市

部よりも地方が寄附金を集めている状況がわかった。

第４に、２０１９年度のデータを用いて世帯数レベルと寄附金額の関係性を分析した。結果として、世

帯数レベルが小さい市町村に件数と金額が集中し、また１件あたりの金額が大きくなっていることが

わかった。これは地方創生を目的とした企業版ふるさと納税は機能しているものと評価できる。
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A Study on the Corporate Hometown Tax system

Suzuki, Yoshimitsu

Abstract
This paper describes the system of corporate version hometown tax and its current 

situation.　And it examines the mechanism of whether this scheme functions or not.　This pa-

per provides several lines of evidence as follows.

First, corporate version hometown tax system is aimed at concrete and transparent projects 

which are drawn up by local governments.　And this system prohibits economic rewards from 

local governments which are donation recipients.　These are different points from hometown 

tax system based on individual donors.　In that regard corporate version hometown tax system 

is appraised as part of solving problems that individual hometown tax system has.

Second, this paper analyzes the range of donated amounts.　From the analysis, it is found 

that the donated amount per case ranges from one hundred thousand to one million yen.　This
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１．は じ め に

「２,０００円でお得な返礼品がもらえる」として近

年に注目されているのが「ふるさと納税」である。

この「お得感」は地方税（個人住民税）と国税（所

得税）における寄附金税制特例措置によるもので

ある。個人の自治体への寄附を税制によって優遇

する制度である。個人のみならず企業に対しても

自治体への寄附を税制によって優遇する制度とし

て「企業版ふるさと納税」が２０１６年から開始され

た。

企業版ふるさと納税の正式名称は地方創生応援

税制とされる。その目的は「地方公共団体が地方

創生のために効果的な事業を進めていく際に、事

業の趣旨に賛同する企業が寄附を行うことにより、

官民挙げて当該事業を推進することができるよう、

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）を創設

する。」とされている１）。企業版ふるさと納税は、

制度が開始されて６年目となり、データについて

蓄積が進んできている。そこで本稿では、企業版

ふるさと納税が地方創生に対して機能しているの

かについてデータを用いて検討することにした。

本稿における具体的な構成は以下のとおりであ

る。第２節では、制度の仕組みについて説明する。

その中で制度の改正についても触れる。第３節で

は、制度が開始された２０１６年度から最新の２０１９年

度のデータを用いて、企業版ふるさと納税が機能

しているのかについて分析をおこなう。第４節は

分析結果からのまとめである。

２．仕組みと現状

（仕組みについて）

企業版ふるさと納税は地域再生法の改正による

地方支援措置拡充の中の１つにあたる。企業版ふ

るさと納税の適用への流れは以下のようになって

いる。まず自治体は、地方版総合戦略を策定し、

それに基づいて地域再生計画を作成する。次に自

治体は内閣府から地域再生計画の認定を受ける必

要がある。認定を受けた地域再生計画に対して企

業は寄附（企業版ふるさと納税）を行うことがで

きる。なお、地方交付税の不交付団体である東京
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range occupies the majority.　It shows that corporate version hometown tax system is used as 

small level donations.

Third, this paper analyzes the range of the amounts donated to prefectures and municipalities 

from ２０１６FY to ２０１９FY.　As a result, it is interpreted that the base of corporate version home-

town tax system has been broadened during these years.　In municipalities, there are projects 

that collect big donations, but median and quartile are stable and the number of donations has 

increased.　These show that an effect of corporate version hometown tax system on municipali-

ties has been strengthened.　It is clear that distribution by individual region is divided into two 

groups by examining the total amounts of donations from ２０１６FY to ２０１９FY.　It is learned that 

Shikoku and South Kanto areas are chronically at the smallest levels and Tohoku area is at the 

largest level.　And it is evident that local areas collect more donations than urban areas.

Fourth, this paper analyzes the relations of the number of households and the amount of do-

nations using the ２０１９ data.　The result tells that the number of donations and the amounts are 

concentrated on small household level municipalities.　And the amount of each tends to be lar-

ge, too.　Therefore, it can be evaluated that corporate version hometown tax system aiming at 

the regional revitalization works.
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corporate hometown tax system, countryside revitalization, donation, corporate tax system
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都と不交付団体で三大都市圏の既成市街地等に所

在する市区町村は対象外となっている２）。また企

業の本社が所在地となっている地方公共団体も対

象外となっている。寄附を行う企業は、寄附先の

自治体から経済的な見返りを受けてはならないと

されている３）。

このように企業版ふるさと納税は、自治体が策

定した具体的な計画に対する寄附を優遇するもの

であり、寄附先からの経済的な見返りを禁止して

いる。これらの点は個人がおこなうふるさと納税

（以下、個人版ふるさと納税とする。）とは異なる

点である。個人版ふるさと納税については、過度

な返礼品の存在と寄附の使い道についての情報公

開の透明性の不備が指摘されてきた４）。企業版ふ

るさと納税は、個人版ふるさと納税制度における

問題点の一部を解決させているものとして評価で

きる。

企業版ふるさと納税が開始される以前において

は、企業の自治体に対する寄附は全額が損金算入

することはできていた。したがって法人実効税率

である約３割の税負担が軽減される効果がある制

度設計になっていた５）。企業版ふるさと納税の創

設にあたってはこれにどれだけ軽減効果を追加さ

せるかが検討課題となっていた。

与党（自由民主党・公明党）は「平成２８年度税

制改正大綱（抄）」において「現行の損金算入措置

に加えて、法人事業税・補人住民税及び法人税の

税額控除を導入し、寄附金額の約６割の負担を軽

減する。」とした６）。追加された寄附額に対する控

除額の割合は約３割となる。寄附額に対する控除

の割合は法人事業税で１割、法人住民税で２割で

あり、法人住民税で２割に達しない残り分を法人

税で控除することができるようになっている７）。

法人税制における応益性の観点から税の流出の

規模が大きくならないように控除額には、上限が

設定されている。なお、税の流出による減収分は

地方交付税の基準財政収入額に反映されることに

なっている。したがって交付団体は国から減収分

を補填される。上限は、法人住民税と法人事業税

において２０％とされ、法人税は５％が設定されて

いる８）。

法人に対する課税として国税と地方税が対象と

され、地方税が優遇されている理由として、末松

（２０１６）は「地方創生は国と地方が一体となって取

り組むべき国家的課題であることから（中略）本

税制の活用により、第一義的には企業の寄附によ

り地方財政全体にプラスの影響がもたらされるこ

とを考慮したことによる。」と指摘している９）。

企業版ふるさと納税は、２０１９年度までの措置と

された。これは地方創生の基本方針（まち・ひ

と・しごと創生総合戦略２０１５）における国と地方

の長期ビジョンが２０１５年度から２０１９年度に設定さ

れていることによる。

（２０２０年度税制改正の内容）

２０２０年度税制改正により、企業版ふるさと納税

は５年間の延長と拡充がなされた。改正前では、

税額控除の割合は６割であったものが改正後で

は、税額控除の割合が９割となった。具体的には、

企業版ふるさと納税の導入前から実施されていた

損金算入部分が３割、改正前では法人住民税と法

人税で２割と法人事業税で１割だったものが前者

は４割、後者が２割に拡充されて合計で税額控除

の割合は９割となった１０）（図１参照）。

２０２０年度改正では、自治体が作成する地域再生

計画の記載と手続きの簡素化がなされた。改正前

では自治体が個別の事業毎に地域再生計画を作成

し、国が認定することになっていた。改正後では

個別の事業が大きくまとめられた包括的な地域再

生計画として国が認定することになった。これに

よって地域再生計画の作成時における記載事項の

簡素化が図られるようになった１１）。

改正後において、寄附を希望する企業側にとっ

て寄附を実行する時期に対する制限が緩和された。

改正前では自治体が事業認定を受けてからでない

と、寄附を希望できず、また自治体は事業が完了
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してから寄附を受け入れて支出をすることになっ

ていた。改正後では、事業認定を受けた段階で事

業が着手される前から寄附をすることができるよ

うになった１２）。

（企業版ふるさと納税（人材派遣型））

総務省は２０２０年１０月１３日に全国の自治体に対し

て「企業版ふるさと納税（人材派遣型）」の創設を

通知した。この制度は企業が自社の社員を自治体

に派遣した場合に、人件費などの経費で税制面で

優遇されるものだ。税制面での優遇は図１で示し

たことと変わりがない。武田総務相（当時）は会

見で、「企業版ふるさと納税の仕組みを活用して、

専門的知識やノウハウを有する人材を、寄附を行

う企業から地方公共団体等へ派遣することを通じ

て、地方創生のより一層の充実・強化を図るもの

であります。 この仕組みにより、地方公共団体は、

寄附金を活用して実施する事業に従事する専門人

材を実質的な人件費負担なく受け入れることが可

能となります。」と発言している１３）。

この制度によって企業は自治体に対して人件費

を含めた寄附を企業版ふるさと納税を利用してお

こなうことができる。企業側のメリットとしては、

社員としての人材育成が挙げられる。いまひとつ

のメリットは専門知識を有する社員をもってする

地域貢献である。自治体側のメリットとしては、

人件費を負担することなく、専門知識を有する人

材を受け入れることができることである。

総務省はこれまで「地域おこし協力隊」、「地域

おこし企業人交流プログラム」といったことで都

市部の人材を自治体に派遣することを優遇する制

度を実行してきた。後者は２０２０年から「地域活性

化企業人」とされている。地域活性化企業人制度

は、三大都市圏にある企業からの人材派遣とされ

ている。

企業版ふるさと納税（人材派遣型）制度は、こ

れまで国が実行してきた地域活性化政策の延長に

あるものとみなすことができる。

３．分　　　析

本節では、企業版ふるさと納税が機能している

かについてデータを用いて検討する。図２は企業

版ふるさと納税が導入された２０１６年度からデータ

が存在する最新年度である２０１９年度までの寄附金

額を表したものである。図２によると、導入当初

である２０１６年度では７億４,７００万円であった寄附金

額は、次年度は２３億５,５００万円に急伸している。

２０１８年度においても増額となり、３４億７,５００万円で

ある。２０１９年度では若干減少となり、３３億８,１００万

円となっている。

企業がふるさと納税を活用する誘因としては、

SDGs への取り組みがあげられる１４）。企業として

は、SDGs への取り組みを行うことで企業は CSR 

活動を通じたステークホルダーとの関係性の向上

を期待することができる。

SDGs は２０１５年９月に国連で採択された国際目
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出所：内閣府『企業版ふるさと納税の拡充・延長』より作成。

図１　企業版ふるさと納税の税額控除改正の概要図



標（２０３０アジェンダ）である。SDGs は１７の目標と

１６９のターゲットを有している。１７の目標の中にお

いて「８．働きがいも経済成長も」、「１０．人や国

の不平等をなくそう」、「１１．住み続けられるまち

づくりを」がある。企業にとっては、これらが企

業版ふるさと納税を通じて目標達成に寄与するこ

とができると考えられる。

政府は、SDGs 実施の指針において、「「ビジネ

スとイノベーション～SDGs と連動する「Society 

５.０」の推進～」、「SDGs を原動力とした地方創

生」、「SDGs の担い手として次世代・女性のエン

パワーメント」を三本柱とする日本の「SDGs モ

デル」を推進していく。」としている１５）。地方創生

が SDGs において重要な役割を担うとされている

ことがわかる。

したがって企業版ふるさと納税は導入初年度か

ら次年度に急伸したものと考えられる。その後、

企業の CSR 活動の取り組みが重視される中で、寄

附金額が伸びているものと考えられる。２０２０年度

以降では、制度の拡充が適用されるため、寄附金

額は伸びるものと予想される。

企業版ふるさと納税は、各自治体が作成する地

域再生計画に対して寄附が認められる。地域再生

計画は大きく４つの対象事業に分けられる。４
　

 つ

の対象事業は「しごと創生」、「地方への人の流

れ」、「働き方改革」、「まちづくり」に分けられる。

表１はそれぞれの具体的な内容をまとめたものだ。

表２は２０１６年度から２０１９年度における対象事業

別の寄附金額の状況をまとめたものだ。表２によ

ると、４
　

 つの対象事業では各年度ともに件数は、

しごと創生が圧倒的多数を占めことがわかる。各

年度において次に件数が多いのは、地方への人の

流れである。働き方改革は、２０１６年度では、まち

づくりが働き方改革より１件多いが、２０１７年以降

ではまちづくりが働き方改革より多くなってい

る。

件数においてしごと創生が多いのは、扱うテー

マの範囲の広さがあげられる。しごと創生は、地

―　　―２３
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出所：内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の寄附実績（平成２８～令和元年度）について」より作成。

図２　企業版ふるさと納税額の推移



域産業振興、観光、人材活用を含んでいる。地方

への人の流れは、移住あるいは定住を促すといっ

たテーマが含まれていて対象事業を計画しやすい

ものと考えられる。

１件あたりの寄附額についてみてみよう。１
　

 件

あたりの寄附額は、２０１６年度ではまちづくりが

２７０.７万円と最も多く、しごと創生（１４４.５万円）、

働き方改革（１４０.５万円）および地方への人の流れ

（６５.１万円）と大きな差がある。

２０１７年度は寄附額全体で大きく伸びていること

を反映し、１
　

 件あたりの寄附額が、まちづくり 

を除いて増加している。しごと創生は１９５.７万円

（３５％増）であり、地方への人の流れは１２６.３万円

（９４％増）、働き方改革は２０１.８万円（４４％増）と

なっている。１
　

 件あたりの寄附額が減少したまち

づくりは２０１.８万円（２３％減）である。

２０１８年度においては１件あたりの寄附額の状況

が変化する。これまで最も低い金額であった地方

への人の流れが急伸し、３５２.８万円となり、２
　

 番目

の金額になる。この金額は前年度比で１７９％増であ

る。１
　

 件あたりの金額で最も大きいのは、まちづ

くりであり、４４９.４万円（１２３％増）である。

２０１９年度においては、働き方改革が急伸する。

働き方改革は４１６.４万円となり、この金額は前年度

比で１３０％増となっている。働き方改革を除いた事

業では微増または微減である。これは働き方改革

関連法の施行が２０１９年４月からであることから説

明できる１６）。

これらのことから２０１６年度から２０１９年度にかけ

て１件あたりの寄附金額が全体的に大きくなって

いて、２０１８年度において状況の大きな変化がある

ことがわかった。

企業版ふるさと納税が対象となる地域再生事業

はさまざまであり、どのようなレベルの寄附額が

多いのかについてみてみよう。図３は１件あたり

の寄附金額の分布を描いたものだ。図３によると、

―　　―２４
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表１　地域再生計画における４つの対象事業

・長時間労働抑制・WLB 推進事業
地域働き方改革包括支援センターの設置や働き方改革アドバイザー
の養成・派遣によるアウトリーチ支援等により、仕事と子育て・介
護等が両立できる環境整備や、ワーク・ライフ・バランスの推進、
長時間労働の是正、若者の雇用対策の推進など、地域特性に応じた
取組を進める事業。
・テレワーク推進事業
時間や場所にとらわれない働き方の普及・促進の実現のために、テ
レワークを実施できるようなオフィスの整備や、IT スキル習得のた
めに研修、地域の事業者等の IT リテラシー向上支援などをあわせて
行う事業。

働き方改革

・中堅・中小企業支援事業
優れた技術やノウハウを有し、成長余力のある地域の中堅・
中小企業の発掘・成長の支援に資するよう将来を見据えた国
内外のニーズ情報の収集や、関心のある企業等とのマッチン
グ支援、新商品開発支援等を行う事業。
・生産性向上・システム化支援事業
農林水産業の生産性向上に資するよう、省力化機械の導入等
による生産基盤の強化、労働力不足解消や多様な人材の活躍
を可能とするロボット技術・ICT 技術等の活用の試行、技
術・ノウハウ等の普及・啓発、経営感覚を持った担い手の育
成・確保等を行う事業。

しごと創生

・小さな拠点等の生活拠点整備事業
地域住民を主体とした「小さな拠点」における、取組体制の立ち上
げ、生活サービス・機能の集約確保に係る戦略の立案、新たな生活
サービスやコミュニティビジネス等の拠点・事業を立ち上げる事業。
・まちなか再生事業
空き家等の利活用によるまちなかの再生を促進するため、まちづく
り会社、NPO 等が行政、民間事業者等と連携して、リノベーショ
ン事業のノウハウの共有、勉強会・ワーク・ショップの開催、エリ
ア内の不動産市場（資料・地価等）の基礎的調査、空き家見学会、
入居希望者と空き家所有者等とのマッチング支援等を実施する事業。

まちづくり

・移住相談・地域プロモーション事業
地方移住の本格的な推進に資するよう、移住情報。地方生活
の魅力情報発信や相談窓口の開設、観光・教育・福祉・農業
等の各分野との連携による都市農村交流や「お試し居住」・

「二地域居住」のプログラム開発・試行、移住者に対する就
職・住居支援等を行う事業。
・移住者の暮らしの安心確保事業
移住する中高年齢者等が、安心して「生涯活躍のまち」にお
いて暮らすことができるよう、介護予防・健康づくりに係る
プログラム開発・提供や、買い物やモビリティに係るサービ
スの企画・試行的実施等を行う事業。

地方への人の流れ

出所：内閣府『地域再生制度』より作成。

表２　対象事業別の寄附金額

２０１９年度２０１８年度２０１７年度２０１６年度

１件あたり

寄附額

（万円）

寄附額

（百万円）
件数

１件あたり

寄附額

（万円）

寄附額

（百万円）
件数

１件あたり

寄附額

（万円）

寄附額

（百万円）
件数

１件あたり

寄附額

（万円）

寄附額

（百万円）
件数

２１４.２２,１７８１,０１７２３１.０２,４５６１,０６３１９５.７１,９３５９８９１４４.５５３６３７１しごと創生

３６０.６５５９１５５３５２.８５６８１６１１２６.３１９２１５２６５.１４１６３地方への人の流れ

４１６.４２５４６１１８１.０１０５５８２０１.８１１３５６１４０.５５９４２働き方改革

４１４.９３９０９４４４９.４３４６７７２０１.８１１５５７２７０.７１１１４１まちづくり

出所：内閣官房・内閣府『企業版ふるさと納税（令和２年11月18日）』より作成。



寄附金額１０～５０万円未満という最小レベルの寄附

が２０１６年度から２０１９年度において最も多くを占め

ていることがわかる。次に大きなシェアを占めて

いるのは、１００～５００万円というレベルである。こ

こで寄附金額が１００万円という件数が各年度におい

て多く含まれており、２０１６年度では９４件、２０１７年

度では１９５件、２０１８年度では２２３件、２０１９年度では

２２０件となっている。

図の数値で計算すると、１０～１００万円というレベ

ルで各年度におけるシェアはそれぞれ６９％、７２％、

７０％、５４％となり、大多数を占めることになる。

企業版ふるさと納税は比較的小規模な寄附で利用

されていることがわかる。

次に寄附金額の分布を都道府県と市町村に分け

てみてみよう。表３は、都道府県で作成された地

域再生計画事業を対象にした寄附金額の分布をま

とめたものである。２０１６年度から２０１９年度にかけ

て平均値が最も低いのは２０１９年度（２９９万円）であ

り、最も高いのは２０１７年度（７４３万円）である。

中央値では、各年度において平均値ほどの差はな

く、２００万円（２０１６年度）から１１０万円（２０１９年度）

となっている。２０１７年度の平均値が７４３万円と他年

度と大きく差があるが、これは２０１７年度の最大値

が２億３７９万円と突出していることによるものであ

る。最大値である事業は福島県の「新生Ｊヴィ

レッジによる地方創生推進プロジェクト」である。

この事業には２０１７年度において５０社から寄附を

集めている１７）。この事業は震災復興のシンボル的

なものとされている。目的として、「Ｊヴィレッジ

を復興のシンボルとして、２０２０年東京オリンピッ

ク・パラリンピックの前年である２０１９年４月まで

に世界に誇るナショナルトレーニングセンターと

して再開することで、東日本大震災及び原発事故

で被災した双葉地域へ交流人口を呼び戻し、雇用

を創出する。」とされている１８）。

２０１７年度を除くと、最大値は２,６１０万円（２０１８年

度）から２,７６０万円（２０１６年度）に収まっている。

分布の７５％を表す四分位値は、２０１６年度から２０１９

年度において２９４万円（２０１８年度）から４３８万円

（２０１７年度）に収まっている。２０１７年度において四

―　　―２５

鈴木：企業版ふるさと納税についての検討

出所：内閣官房・内閣府『企業版ふるさと納税（令和２年１１月１８日）』より作成。

図３　寄附金額の分布



分位値が前年（３９０万円）から４３８万円に伸びてい

ることから都道府県に対する企業版ふるさと納税

の裾野が広がったものと解釈できる。

表４は、市町村で作成された地域再生計画事業

を対象にした寄附金額の分布をまとめたものであ

る。２０１６年度から２０１９年度にかけて平均値の格差

は大きいが、中央値と四分位値は安定的に推移し

ている。平均値の格差の要因として最大値の存在

があるが、２０１６年度の最大値である６,８００万円は境

町（茨城県）の「「河岸のまちさかい」復興プロ

ジェクト～「エコカル（環境・歴史文化）・ディス

トリクト」構築事業～」である１９）。この事業は、

過去に整備された「文化村」という地区を再構築

することによってイベントの実行と交流人口の拡

大を目的とした事業である２０）。

２０１７年度の最大値である１億１,１００万円は東川町

（北海道）の「地方創生人材育成サイクル構築プロ

ジェクト」と浪江町（福島県）の「憩いのエリア

再生プロジェクト」である。前者は子どもへの国

際感覚を持たせ、町外での経験をいかした起業と

移住と子育てを支援するという意味での人材育成

サイクルを目的としている２１）。後者は目的として、

「高瀬地区一帯を重要な拠点として、宿泊・レクリ

エーション施設を整備することで、東日本大震災

の経験と教訓を学ぶ教育旅行や企業研修等の受入

れと併せて、さらなる交流人口の拡大をめざす。」

とされている２２）。

２０１８年度の最大値である４億６７万円は、鳥栖市

（佐賀県）の「スタジアムリニューアルによる魅力

向上プロジェクト」である。この事業には１社が

寄附をしている２３）。この事業はプロサッカーチー

ムであるサガン鳥栖を支援することを通じて交流

人口の拡大とチームを応援することを盛り上げて

いくことを目的としている２４）。

２０１９年度の最大値である３億３,５２８万円は、夕張

市（北海道）の「コンパクトシティの推進加速化

と地域資源エネルギー調査」である。事業の目的

は、「コンパクトシティをさらに加速度的に推進す

るため、「コンパクトシティ拠点施設整備事業」と

して、まずは周辺施設の統廃合を行い、清水沢地

区に行政、交通、教育、文化、体育といった都市

機能を集約した複合型拠点施設を整備して賑わい

を創出し、移転誘導することでコンパクトシティ

をさらに推進し、持続可能な地域社会を構築す

る。」とされている２５）。この事業には、３
　

 社が寄附

をおこなっている２６）。夕張市は２００６年に財政破綻

を経験した自治体であり、コンパクトシティ化に

よる行政の効率化を進めていることで知られる２７）。

以上のような各年度において多額の寄附を集め

る事業は存在するが、中央値と四分位値は安定し、

件数は増加傾向にあることから市町村への企業版

ふるさと納税は機能が強化されているものと評価

できる。

次に、企業版ふるさと納税の地域別の分布につ

いて検討してみよう。寄附金額は企業が集中して

いる大都市圏よりもそうでない地域に分配されて

いることが制度設計としては望ましい。都道府県

と市町村における寄附金額を地域別にまとめたも

―　　―２６
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表３　寄附金額の分布（都道府県）単位：万円

２０１９年度２０１８年度２０１７年度２０１６年度

２９９３３６７４３５６４平均値

１１０１２０１４０２００中央値

３２０２９４４３８３９０四分位値

１０１０１０１０最小値

２,７００２,６１０２０,３７９２,７６０最大値

出所：内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の寄
附実績（平成28～令和元年度）について」より作成。

表４　寄附金額の分布（市町村）単位：万円

２０１９年度２０１８年度２０１７年度２０１６年度

９８４１,０５６７００５０７平均値

１７０１８０１５０１２８中央値

４６６５００５２０５１２四分位値

１０１０１０１０最小値

３３,５２８４０,０６７１１,１００６,８００最大値

出所：内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の寄
附実績（平成２８～令和元年度）について」より作成。



のが図４である。なお、地域の分割は総務省によ

る地域区分とした（表５参照）。

図４は２０１６年度から２０１９年度にかけての地域別

の寄附金額をまとめたものである。図によると、

１６年度から１９年度の合計金額を見ると、１０億円を

超える東北、北関東・甲信、九州、北海道、中国

と７億円に満たない近畿、北陸、東海、四国、南

関東の２グループに分かれる。

金額が多い地域は、過疎地域が含まれるあるい

は東日本大震災の被災地である東北が含まれてい

る。金額が少ない地域は、東京、大阪、愛知と

いった大都市圏が含まれる地域が含まれている一

方で、四国と北陸という過疎地域を含む地域が存

在する。

次に時系列で各地域を見てみると、東北は１６年

度において北関東・甲信についで２位となってい

るが、これは前者が１億５,２６０万円であり、後者が

１億５,６６０万円と僅差である。東北は１６年度を除く

―　　―２７

鈴木：企業版ふるさと納税についての検討

出所：内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の寄附実績（平成２８～令和元年度）について」より作成。

図４　地域別の寄附金額

表５　総務省による地域区分

都道府県地域

北海道北海道

青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島東北

埼玉、千葉、東京、神奈川南関東

茨城、栃木、群馬、山梨、長野北関東・甲信

新潟、富山、石川、福井北陸

岐阜、静岡、愛知、三重東海

滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山近畿

鳥取、島根、岡山、広島、山口中国

徳島、香川、愛媛、高知四国

福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄九州

出所：総務省ホームページより作成２８）。



とすべての年度において金額が１位となってい

る。北関東・甲信は１６年度において１位であるが、

次年度以降は１つずつ順位を下げている。

九州はすべての期間において５位以内である。

北海道は１８年度において７位を除いたすべての期

間において２位から４位となっている。中国は１８

年度から上位グループの位置に含まれるように

なっている。

近畿は１７年度において４位ではあるが、これを

除くと６位から８位という下位グループの位置に

含まれるようになっている。同様な動きであるの

が、北陸である。北陸は１６年度においては５位で

あるが、これを除くと６位と７位のいずれかの順

位となっている。

東海は１８年度において５位ではあるが、その以

外の年度の順位は８位から１０位である。南関東も

東海と同様の動きであるが、８
　

 位が１度（１９年

度）、９
　

 位が１度（１６年度）、最下位が２度である。

最も順位が低い状況であるのが、四国である。四

国は１６年度が最下位であり、それ以外の年度はす

べて９位である。

地域別の分配状況を分析してみると、期間中の

合計値で２つのグループに分かれるが、東北は常

に最高レベルを維持している一方で、四国と南関

東は慢性的に最低レベルとなっていることがわか

る。都市部よりも地方が企業版ふるさと納税の寄

附金を集めている状況がわかるが、四国は企業版

ふるさと納税を受け入れる余地がかなり残ってい

るものといえよう。四国地域の地域再生計画の充

実が望まれる。

最後に、市町村の人口規模と寄附金額との関係

を検討しよう。企業版ふるさと納税は地方創生を

目的としている。人口規模が小さい自治体に寄附

が集まることが望まれる。また自治体は企業に対

して魅力のある事業を提供することが望まれる。

図５は市町村の世帯数と寄附金額の関係性を散布

図で描いたものである。

図５によると、世帯数レベルが小さい市町村に

―　　―２８
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出所：内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の寄附実績（令和元年度）について」および総務省「住民基本台帳に

基づく人口、人口動態及び世帯数（令和２年１月１日現在）」より作成。

図５　市町村別の世帯数と寄附金額の関係



少額の寄附金額が集中していることがわかる。一

方で、世帯数レベルが小さい市町村に多額の寄附

金額、および世帯数レベルが大きい市町村に少額

の寄附金額が散見される。市町村における寄附件

数は３１７件である。対象となる世帯規模の最大値は

７１万９,５１３、最小値は１９１、平均値は５万１,１７７、中

央値は１万７,９３９、四分位値は４万６,１４７である。こ

れらのことから世帯数レベルが小さい市町村に集

中していることがわかる。

そこで世帯数レベル別に寄附がどのように集中

しているのかをみたものが、表６である。表は、

各世帯グループ別の件数とその件数シェアおよび

各世帯数グループにおける寄附金額とそのシェア

を表している。表６によると、件数は１万世帯以

上から２万世帯未満のグループが７３件と最も多く

なっている。次に件数が多いのは、５,０００世帯未満

のグループであり、６１件である。３
　

 番目に多いの

が、５,０００世帯以上から１万世帯未満のグループと

２万世帯以上から３万世帯未満のグループであ

り、３４件となっている。これら上位４つのグルー

プで件数の６４％を占めていることから件数は世帯

数が小規模の市町村に集中していることがわかる。

次に、各グループの金額合計値をみてみる。世

帯数レベルが５,０００未満という最低レベルの市町村

に１３億３,３０５万円が集まっている。この金額シェア

は４３％になる。次に金額が多いのは、世帯数が１

万以上から２万未満という下位レベルの市町村に

５億７,８７８万円が集まっている。次に多いのが世帯

数５,０００以上から１万未満という下位レベルの市町

村であり、３
　

 億７,２５７万円が集まっている。下位レ

ベル３つで金額シェアは７４％となり、金額は小規

模な世帯数レベルの市町村に集中していることが

わかる。

各世帯数レベルで１件あたりの金額をみてみる

と、最も大きい金額は５,０００未満の世帯数レベルで

あり、２,１８５万円となっている。次に多いのは、３
　

 

万以上４万未満の世帯数レベルであり、１,４９７万円

となっている。１
　

 件あたり金額では、２
　

 万以上か

ら３万未満の世帯数レベルは５０４万円となってい

て、金額では中レベルである。１
　

 件あたり金額と

しては、１０万以上の世帯数レベルになると、大き

く下がることがわかる。１０万未満の世帯数レベル

では１件あたり金額が５００万円を超えているのに対

し、１０万以上の世帯数レベルになると、３０万以上

から５０万未満の世帯数レベルを除くと、１
　

 件あた

り金額が１００万円台となっている。３０万以上から５０

―　　―２９
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表６　世帯数レベルと寄附件数、金額とそれぞれのシェアおよび１件あたり金額

金額シェア
１件あたり金額

（万円）
金額（万円）件数シェア件数世帯レベル

４３％２,１８５１３３,３０５１９％６１５,０００未満

１２％１,０９６３７,２５７１１％３４５,０００以上�１万未満

１９％７９３５７,８７８２３％７３１万以上�２万未満

５％５０４１７,１２４１１％３４２万以上�３万未満

１０％１,４９７３１,４４７７％２１３万以上�４万未満

３％５５７１０,５８５６％１９４万以上�５万未満

１％５０５３,５３５２％７５万以上�６万未満

４％５４４１１,４２０７％２１６万以上�１０万未満

１％１８７３,１７２５％１７１０万以上�１５万未満

０％１９０１,５２０３％８１５万以上�２０万未満

１％１９３２,３１１４％１２２０万以上�３０万未満

１％２８３２,２６０３％８３０万以上�５０万未満

０％１０５２１０１％２５０万以上

１００％―３１２,０２３１００％317合計

出所：内閣府「地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の寄附実績（令和元年度）について」および
総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（令和２年１月１日現在）」より作成。



未満の世帯数レベルでも１件あたり金額は２８３万円

であり、５００万円とはかなり差がある。

以上のことから企業版ふるさと納税は世帯数レ

ベルが小さい市町村に件数と金額が集中しており、

１
　

 件あたりの金額も世帯数レベルが小さい市町村

で大きくなっていることがわかる。地方創生を目

的とした制度は機能しているものと評価できる。

４．さ い ご に

本節では本稿で明らかになったことをまとめ

て、今後の課題について述べることにしよう。企

業版ふるさと納税は、国が認定した自治体が策定

する地域再生計画に対して企業が寄附することを

優遇するものであり、地域再生計画は４つの対象

事業にわかれる。４
　

 つの対象事業は「しごと創

生」、「地方への人の流れ」、「働き方改革」、「まち

づくり」である。これら４つの対象事業において

寄附件数が最も多いのは、「しごと創生」であり、

数は他を圧倒している。これは「しごと創生」が

扱うテーマの範囲が広いことが理由としてあげら

れる。

寄附金額は初年度である２０１６年度から２０１７年度

にかけて大きく増加し、１
　

 件あたりの金額がまち

づくりを除いたすべての対象事業において増加し

ている。２０１８年度においては、１
　

 件あたりの金額

の状況が変化し、「地方への人の流れ」が大きく増

加している。また２０１８年度における１件あたりの

金額が最も多いのは、「まちづくり」となってい

る。

２０１９年度においては、「働き方改革」の１件あた

りの金額が大きく増加している。これは働き方改

革関連法の施行年と一致することが要因である。

１件あたりの寄附金額は、１０～５０万円未満とい

う少額レベルのものが最も大きな件数シェアを占

めている。また１００万円という寄附が件数としては

多い。したがって寄附金額として１０～１００万円とい

うレベルの件数が大多数を占めることになってい

ることがわかった。このことから企業版ふるさと

納税は比較的小規模な寄附で利用されている現状

がわかった。

２０１６年度から２０１９年度における都道府県に対す

る寄附金額の分布を分析した。結果として、都道

府県に対する企業版ふるさと納税の裾野が広がっ

たものと解釈できる。

市町村においても同様の分析をおこなった。結

果として、多額の寄附を集める事業は存在するが、

中央値と四分位値は安定し、件数は増加傾向にあ

ることがわかった。このことから市町村への企業

版ふるさと納税は機能が強化されているものとい

える。

総務省による地域別で寄附金額の分布を分析し

た。２０１６年度から２０１９年度の期間中の寄附金額の

合計値は２つのグループに分かれている。四国と

南関東は慢性的に最低レベルであり、東北は最高

レベルであることがわかった。都市部よりも地方

が寄附金を集めている状況がわかったが、四国は

寄附を受け入れる余地がかなり残っているものと

いえる。

２０１９年度のデータを用いて世帯数レベルと寄附

金額の関係性を分析した。結果として、世帯数レ

ベルが小さい市町村に件数と金額が集中し、また

１件あたりの金額が大きくなっていることがわ

かった。これは地方創生を目的とした企業版ふる

さと納税制度は機能しているものと評価できる。

最後に企業版ふるさと納税の課題について述べ

て本稿をとじることにしよう。企業版ふるさと納

税は、開始された２０１６年度から２０１７年度にかけて

大きく増加したものの、２０１９年度時点で約３４億円

である。この金額は小規模である。１
　

 つの要因と

しては、自治体は地域再生計画を作成し、事業費

を決定し事業費の範囲を超える寄附を受け入れる

ことができないという制度にある。すなわち企業

からの多額の寄附を制限している制度設計となっ

ているのである。

企業の SDGs への取り組みと社会貢献へのイン

センティブは高いことから企業版ふるさと納税は

―　　―３０

近畿大学短大論集　Vol.５４,  No.1,  20２１



伸びしろが広いものと考えられ、制度がより活用

されることを期待したい。

（注）

１）「平成２８年度税制改革大綱（抄）」より引用。

２）２０２０年度における対象となるのは、武蔵野市（東京

都）、三鷹市（東京都）、川崎市（神奈川県）、芦屋市

（兵庫県）である。

３）内閣府『地域再生制度』によると、経済的な見返りの

例として、「寄附の見返りとして補助金を受け取る。」、

「有利な利率で貸付をしてもらう。」が挙げられている。

４）橋本・鈴木（２０１７）は、個人版ふるさと納税は自治体

に対する寄附であり、寄附金優遇税制措置によって税

収が減少しても、公益に資することから自治体は寄附

金の使い道を明らかにする責任があるが、「返礼品に

使った費用を含めた形で詳細な活用先をホームページ

で公表している自治体は少ない。」と指摘している。

（橋本・鈴木（２０１７）より引用。）また、返礼品につい

ては総務省による規制がなされ、橋本・鈴木（２０２１）

は分析結果として、規制の効果は発揮されているとし

ている。

５）国税と地方税で実効税率は２９.７４％である。

６）自由民主党・公明党（２０１５）より引用。

７）寄附額の１割までという限度額が設定されている。

８）法人事業税においては、地方法人特別税の廃止後は

１５％となる。（２０１９年９月廃止）

９）末松（２０１６）p.１１５より引用。

１０）納税額に対する各税目における控除額の上限は改正前

に据え置きとなっている。

１１）改正前では個別の事業において地域の現状、課題、目

標や事業の地域版総合戦略での位置づけ、事業費、寄

附の見込みなどが細かく記載されなければならなかっ

た。改正後では目標は地方版総合戦略の内容の転記で

可能となり、事業内容は想定事業例を記載することで

可能となった。また事業費は記載は不要となった。新

たに寄附の金額の目安を記載することが求められるよ

うになった。これは事業の実施と寄附の受け入れの管

理を適切にさせるためである。（詳細は、「令和２年度

税制改正「企業版ふるさと納税の延長と拡充」を参

考。）

１２）事業費確定前の寄附は自治体における寄附の金額の目

安の範囲内であるという条件がある。

１３）「武田総務大臣閣議後記者会見の概要（２０２０年１０月１３

日）」より引用。

１４） SDGs とは、Sustainable Development Goals（持続

可能な開発目標）の略称である。

１５）首相官邸「SDGs 実施指針改定版（２０１９年１２月２０日、

一部改訂）」より引用。

１６）働き方改革関連法は正式には、改正労働基準法とされ

る。

１７）非公開企業を含んだ数値である。

１８）新生Ｊヴィレッジによる地方創生推進プロジェクト

「地域再生計画」より引用。

１９）リビングクリエイト株式会社、ロイヤル化粧品株式会

社、小松精練株式会社の３社が寄附をおこなっている。

２０）内閣官房・内閣府「第４０回（前半）認定 地域再生計画

の概要」から参照。

２１）北海道応援会議より参照。ウェブアドレス：https:// 

hkd-ouendankaigi.jp/join/enterprise_furusatotax/ 

０１７.html（閲覧日：２０２１年６月９日）

２２）「地域再生計画：憩いのエリア再生プロジェクト」より

引用。

２３）株式会社 Cygames である。

２４）鳥栖市ホームページより参照。ウェブアドレス：

https://www.city.tosu.lg.jp/soshiki/６/２９０１.html

（閲覧日：２０２１年６月９日）

２５）北海道ホームページより参照。ウェブアドレス：

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/csr/platform/

furusato_nouzei_yubari１.pdf（閲覧日：２０２１年６月

９日）

２６）株式会社ニトリホールディングス、北海道労働金庫、

末廣屋電機株式会社である。

２７）夕張市の財政破綻と財政健全化については橋本・木村

（２０１４）を参照。

２８）ウェブアドレス：https://www.stat.go.jp/data/ 

shugyou/１９９７/３-１.html（閲覧日：２０２１年６月１０日）
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